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N5 物質と機能の設計・制御﻿

N5.02 分子制御技術﻿
キーワード： �分子設計、有機合成、高分子合成、固体触媒、均一系触媒、光触媒、電気化学触媒、有機

電解合成、リサイクル設計、バイオ由来原料、AI活用、反応経路探索、自律的最適化

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N502.pdf

1.	 研究開発領域の定義
分子を設計・合成する技術、および分子集合体・構造体を制御する技術に関する研究開発領域である。最

近はカーボンニュートラル実現のため、収率やエネルギー効率を向上させる有機合成・触媒技術や、使用後
のリサイクルを考慮した分子設計、バイオ由来原料への転換など重要性が高まっている。また、機能発現のた
めに分子配向や相分離を制御する技術や、AIを活用した反応経路探索や合成プロセス自律的最適化技術も
注目される。

2.	 本領域の意義
分子制御技術は、エネルギー・環境、ライフ・医療、情報通信技術（ICT）・エレクトロニクス、社会イン

フラ・モビリティなど幅広い分野で、社会的・産業的課題の解決に貢献し、持続可能な社会の実現に対して
重要な役割を果たす科学技術として期待されている。分子および分子集合体の構造や物性を解明し、化学反
応や分子の相互作用およびその本質を、理論と実験の両面から理解したうえで、これらを制御しながら望む
物質を環境への負荷を軽減しつつ効率的に得る、あるいは新しい機能を創出することを目的としている。 

革新的かつ精密な分子や分子集合体を創出することにより、望む機能を最大限に発現することができるよう
になれば、社会・産業の課題解決の可能性を広げることになる。有機分子やポリマーなど分子を構成成分と
する分子性材料の機能に対する要求がますます高度化していく状況のなか、分子制御技術はさらに重要性が
増すと考えられる。

分子制御技術の基盤となるのは化学であるが、近年は、物理学・生物学・薬学・数学などの様々な科学
的知見を取り入れるとともに、コンピュータ技術を活用することで、分子設計や合成化学に急速な進展が見
られている。我が国の持続・発展を目指すうえでも、自然科学の学理に迫る伝統的な分子科学を追求しつつ
も、同時に、工学・産業に資する科学技術としての分子制御技術を加速・成熟させることが求められる。 

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
「持続可能な社会の構築に向けた物質変換」という観点での研究開発が近年一層活発化している。求めら

れる機能を発現する分子や分子集合体・構造体を創出することに加え、合成時のエネルギー削減や副生物抑
制、原料の入手性など多様な要求に同時に応えることも求められるようになってきている。

分子制御技術の昨今の潮流としては「励起化学種を活用した物質変換」、「分子・物質の骨格構造の部分
編集」、「高分子の配列制御」、「AI・データ駆動型開発研究」を挙げることができる。以下に各項目について
概観する。

励起化学種を活用した物質変換：光エネルギーで駆動する金属錯体や有機化合物を触媒として用いた反応
開発の流れが世界的な潮流となっている1）。熱力学的に不利な反応を効率よく進行させる点に加え、ラジカル
を活性種とすることでイオン反応では困難な反応を実現できる特徴がある。選択的なラジカル反応の開発研
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究が広く展開されており、触媒の力で立体化学を高度に制御することもできるようになりつつある2）。電気化
学を利用した反応開発も、世界的なトレンドとなっている3）。 これら物質変換技術の基盤は触媒にある。これ
までの遷移金属触媒や有機分子触媒に加え、分子性の無機錯体や固体触媒、光化学や有機材料化学分野で
研究されてきた分子を用いることで選択肢が大幅に拡張されてきている。 

分子・物質の骨格構造の部分編集：従来の有機合成化学では分子を繋ぐ反応を開発するのが常道であっ
たが、すでに組み上がっている分子骨格を修飾するアプローチが近年注目を集めるようになってきた。例えば、
目的化合物の最終工程に近い段階で分子修飾を加えるlate stage C-H functionalization（後段階C-H官
能基化）などが代表例である。本来反応不活性なC-H結合の官能基化によって類縁体の網羅的な合成が可
能となることから、合成経路の設計に大きな変革をもたらす方法論になり得る。さらに、分子骨格そのものを
変化させる反応として、2級アミンからの脱窒素反応が2021年に報告 4）されて以来、分子骨格の原子を直
接挿入・削除・置換する「骨格編集」が次々と開発され、創薬を加速させ得る技術として大いに注目される
ようになった。

高分子の配列制御技術：多くの高分子は複数のモノマーの共重合体であるが、その配列はランダムであり、
様々な組成比や配列を有するポリマーの混合物である。配列が制御された共重合体は構造の均一性に基づい
てこれまでにない物性や機能が期待される。実際に配列制御による自己組織化、温度応答性、自己修復性な
ど興味深い研究が報告されている5）, 6）。また、配列を制御した高分子を情報分子として活用する研究も活発
化している7）。さらに、高分子の主鎖結合を後から変換する研究例も報告されている8）。

AI・データ駆動型開発研究：最終的な使用目的から必要な機能を明確にして合成するべき分子を定め、何
からどうつくるのかという問いに対する、研究者の直感や試行錯誤のみに頼らないアプローチとして、AIと分
子シミュレーションの融合によるデータ駆動型研究開発が潮流となっている。量子化学計算や分子動力学

（MD）と機械学習ポテンシャルを組み合わせる技術が、合成経路の予測や反応メカニズムの解析、プロセス
などの最適化に応用され始めており、反応条件の最適化など成果を収めている例もあるが、データ数や非連
続な変数の扱いなど課題も依然として多い。

3.2	 トピックス
•	光・電気エネルギーを利用した分子制御技術

光酸化還元触媒を利用した反応系は継続して精力的な研究が展開されている。特に励起化学種から派生す
るラジカル種を遷移金属触媒で捕捉し、活性化試薬とすることで革新的な有機合成反応が数多く報告されて
いる９）-12）。また、近年は光電気触媒作用（photo-electrocatalysis）を駆使した分子変換法13）や、有機
電解合成へのマイクロフローリアクター利用14）などの研究も方向され、研究の幅に広がりを見せている。

•	メカノケミカル有機合成
ボールミルの強い機械的な攪拌力を利用して、有機溶媒を使わずに固体のまま進行する様々な有機合成反

応を開発する研究が大きな進展を見せている15）。有機溶媒の使用を極力低減し、反応の効率を飛躍的に高め
るだけでなく、低溶解性の有機化合物の反応の活用できる技術として世界的に注目を集めている。かなり技
術的な要素が強いトピックスではあるが、今後、固体有機合成化学に特有の反応性や選択性やその起源が明
らかにされていけば、サイエンスとしての基盤構築と、それに立脚した飛躍的展開につながる可能性がある。

•	循環型高分子材料
自然環境中では分解しない使用済みの高分子材料をリサイクル、あるいはアップサイクルし、再び製品とし

て利用するための研究が活発化している。特にこの数年間で、これまで高分子合成を先導してきた研究者に
よって循環型分解性高分子に関する論文が数多く報告されるようになった。具体的には、解重合によってポリ
マーをモノマーに戻す16）、ポリマーをより付加価値の高いものに変換する17）などがあげられる。また、超分
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子ポリマーは非共有結合で組み上げられ分解可能であるが、このような超分子で通常の共有結合性の高分子
のような高い機械強度を実現する研究もある18）。 

•	自己修復特性に優れる高分子材料
使用中に劣化しても自己修復することができれば高分子材料の廃棄量を減らすことが可能になる。多くの場

合、室温付近での自己修復特性が求められるため、ガラス転移温度が低く室温付近で分子鎖が運動可能な柔
らかい高分子に限定されてきた。しかし、動的な非共有結合である水素結合ネットワークから形成される超分
子材料などが、硬い材料でありながら自己修復特性を示すことが示された19）。 

•	反応経路自動探索
反応経路探索技術の目的としては２つ挙げられる。１つ目は、原料から何がどのくらい得られるのかの予測、

２つ目は、所望の生成物を合成するための合成手順の探索である。２つ目は一般に逆合成解析と呼ばれてお
り、高価な試薬や入手困難な原料を使用せずに、少しでも安価に合成するための経路を提案する手法の開発
として産業界からも強く切望されている。反応経路探索技術は、前田理（北海道大学）らの反応経路自動探
索戦略（GRRM）20）に代表される第一原理計算をベースとしたものと、M. H. S. Segler（ドイツ・ミュンスター
大学）らのAlphaChem21）などの化学的知識をベースとしたものの２種類に大別でき、どちらもAI技術の活
用を含めて活発に研究開発が推進されている。 

•	ハイスループット量子化学（第一原理）計算
材料の物性データを第一原理計算で集めて機械学習モデルを構築し、そこから逆問題として、所望の物性

を持つ材料を探す方法の研究が進んでいる。あわせて、自動実験装置により実験データの蓄積を加速し、機
械学習モデルの精度向上を図る試みも活発化している。さらに、ハイスループット第一原理計算により機械学
習ポテンシャル（ニューラルネットワークポテンシャルとも呼ぶ）を構築することにより、より広範囲に所望の
性質を持つ材料を探す研究も近年活発化している。医薬品や無機結晶から始まった動きだが、最近では、電
極触媒や直接空気回収技術（DAC）用金属有機構造体（MOF）22）などへの応用例も広がってきている。

3.3	 課題
新規な機能を発現する分子性材料を多様に創出するためには、原料として使える分子群の拡張が重要であ

り、それに資する分子制御技術の開発が鍵を握る。小分子や炭化水素、バイオマスを直接、無駄なく変換で
きる技術に加えて、目的とする構造や機能から、分子を設計し狙った通りに合成する技術、さらには、高分
子や複雑な構造を持つ天然物自体を原料として選択的に変換し、通常の重合反応では得ることのできない高
分子や、全合成とは一線を画した天然物誘導体の合成を可能にする技術が重要になっていく。そのためには、
新しい反応性や選択性を備えた分子性触媒の創製と同時に、固体触媒の合理的かつ合目的的な精密設計と
修飾・機能化という、現在はまだ困難な課題への挑戦も求められる。

このような課題に取り組むためにAI・データ駆動型開発研究の活用が重要な方向性であるが、データ数が
不足したり、対象物質を表記する記述子が不適切なことによって、望みの結果が得られないケースも見られる。
例えば、有機分子の場合、置換基を変える場合などは、連続的な変数で記述することができず分子の特性を
表現することができない場合が多く、データ駆動型開発研究の活用には依然として課題が残る。 

また、分子集合体・構造体の形成過程の理解・制御にも取り組むべき課題が多い。量子化学計算に基づ
いた予測が大きな意味を持つと考えられる。高度な機能発現だけではなく、分子の溶解性や結晶構造など基
本的性質の予測が可能になれば、材料開発などへの波及効果が期待できる。
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3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

様々な研究プログラムにおいて分子制御技術の概念を活かした研究が推進されており、その適用範囲が広
がっている。特に、異分野融合型のグループ研究が継続的に立ち上がり、そこからさらに新しい研究課題が
生まれてきていることはユニークな強みである。また、より応用を指向した性格の異なる研究費制度も充実し
ており、実用につながる成果が生まれる素地は十分にあると思われる。しかし、応用・開発研究の面で群を
抜いた力があるとは言い難く、研究成果が持続可能な形で産業化に至るケースも限られている。 

関連する研究プログラムとしては、日本学術振興会世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）の化学
反応創成研究拠点（ICReDD：北海道大学、拠点長：前田 理）において、計算科学・情報科学・実験科学
の融合によって化学反応の設計と開発に関する研究を推進している。また、科学技術振興機構（JST）-戦略
的創造研究推進事業 総括実施型研究（ERATO）では高分子関係で「酒井複素ゲルプロジェクト」「野崎樹
脂分解触媒プロジェクト」が実施されている。 JST-戦略的創造研究推進事業 チーム型研究（CREST）にお
いても、「原子・分子の自在配列・配向技術と分子システム機能」（研究総括：君塚信夫。2020年度～）、「分
解・劣化・安定化の精密材料科学」（研究総括：高原 淳。2021年度～）、「材料創製および循環プロセスの
革新的融合基盤技術の創出とその学理構築」（研究総括：岡部 朋永。2024年度～）が進行中である。また、
科学研究費助成事業（科研費）でも多くの研究が推進されており、チーム型研究としては、「デジタル化によ
る高度精密有機合成の新展開」（学術変革領域研究（A）。領域代表：大嶋孝志。2021～2025年度）、「炭
素資源変換を革新するグリーン触媒科学」（学術変革領域研究（A）。領域代表：大井貴史。2023～2027
年度）、「化学構造リプログラミングによる統合的物質合成科学の創成」（学術変革領域研究（A）。領域代表：
鳶巣 守。2024～2028年度）などが挙げられる。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

【米国】
近年、分子工学の重要性が認識され始めているが、ライフサイエンスやマテリアルなどの応用分野に集中し

ている。一方で、AIによる触媒探索や光酸化還元触媒においては先導的な成果が挙げられている。全米科学
財団（NSF）はAIによる発見と技術の重要性を明確に意識した研究費支援を実施しており、分子探索・制
御技術に関するものとしては、Molecule Maker Lab Institute（MMLI）においてAIと有機合成化学分野
のトップランナーが、最先端のAIツール、オープンアクセスデータベース、広範に利用できる低分子合成・
探索プラットフォームなどの構築を進めている。 

ただし、政権交代により、基礎研究への資金供給に制限がかかっており、基礎研究の発展に陰りが見え始
めている。 

応用研究は引き続き非常に強い。特に資金が集中しているライフサイエンス分野は圧倒的なレベルにあり、
今なお向上し続けている。また、産業化についてはベンチャーが中心となって諸課題への対応を図っている。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【欧州】
European Research Council（ERC）の研究助成金が有力研究者に行き渡り、特に英国、ドイツ、スイ

スは質・量ともに高いレベルを維持している。ドイツは、分子科学の基礎研究は高いレベルにあり、分子制
御技術においても光化学や超分子化学などにおいて高い水準が保たれており、たとえばドイツ研究振興協会

（DFG）Collaborative Research Centre（CRC）ではAssembly Controlled Chemical Photocatalysis
を支援している。英国はライフサイエンス分野が進んでいる。フランスはフッ素化学などの限定された分野で
は優れているが、全体としては低調である。 

応用研究・開発では、ライフサイエンス分野でドイツ、英国がリードしており、エレクトロニクス分野では、
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英国、ドイツやベルギーなどが優れているが、各国とも一部の組織が牽引している状況である。産業化を促
進する制度的バックアップは優れているが、分子制御技術という視点では若干手薄い。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【中国】
米欧日で成功した研究者が招聘されており、潤沢な資金と相まって、驚異的なスピードで成果を挙げており、

論文数が急増している。後追い的な研究が依然として多い一方で、研究成果の量は群を抜いており、最近は
オリジナリティの高い成果も見られるようになってきた。 

応用研究・開発においても、大学や公的研究機関に多くの研究費が投入され進展している。また、米国と
似た制度の下で、ベンチャー企業が誕生しやすい環境にあり、産業化についても、今後ベンチャーが重きを
なす可能性がある。 

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
電子材料を中心とする機能性高分子などの開発では成果をあげている。
米国型の研究スタイルであるが、近年、大学や政府研究機関において外国人研究者が十分な雇用・処遇を

得られないケースがみられる。欧米からの帰国者を優遇する点は中国と似ているが、研究レベルは中国にや
や遅れている。大学院生やポスドクなどが企業からの経済支援を受けて研究活動に集中できる環境ができて
いるが、支援対象となっている分野に偏りがある。

企業による研究費の支援が手厚いこともあり、製品化を目指した応用研究・開発に強みがある。 
［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

【インド】
グルーバルサウスの中心的な役割を担う国家の一つであり、基礎研究の躍進が著しい。 Indian Institute 

of Technology（IIT）、Indian Institute of Science、Indian Institute of Technology and Education
など新たな大学院レベルの研究施設が多く設置され、近年、急速に発展してきている。 米欧日あるいは中国
で経験を積んだ研究者が自国に戻り、質の高い成果を挙げるようになってきており、論文数が急増している。

周辺諸国との政情が不安定なこともあり応用研究は依然として脆弱ではあるが、近年、急速に実力をつけ
てきている。米欧日の企業も多く進出しており、それに伴って自国の応用研究も進展すると予測される。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状△／トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

参考文献
	 1）	 Corey Stephenson, Tehshik Yoon, David W. C. MacMillan, Visible Light Photocatalysis in 

Organic Chemistry (Weinheim: Wiley ‐ VCH Verlag GmbH & Co. KGaA, 2018).  
https://doi.org/10.1002/9783527674145.

	 2）	 Shovan Mondal, et al. “Enantioselective Radical Reactions Using Chiral Catalysts,” Chemical 
Reviews  122, no. 6 (2022): 5842-5976, https://doi.org/10.1021/acs.chemrev.1c00582.

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ 物質と機能の設計・制御﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 5/7分子制御技術﻿

https://doi.org/10.1002/9783527674145
https://doi.org/10.1021/acs.chemrev.1c00582


	 3）	 Luiz F T Novaes, et al. “Electrocatalysis as an enabling technology for organic synthesis,” 
Chemical Society Reviews  50, no. 14 (2021): 7941-8002,  
https://doi.org/10.1039/D1CS00223F.

	 4）	 Sean H. Kennedy, et al., “Skeletal Editing through Direct Nitrogen Deletion of Secondary 
Amines,” Nature 593, no. 7858 (2021): 223-227, https://doi.org/10.1038/s41586-021-03448-9.

	 5）	 Kentaro Shibata, et al., “Homopolymer-block-Alternating Copolymers Composed of 
Acrylamide Units: Design of Transformable Divinyl Monomers and Sequence-Specific 
Themo-responsive Properties,” Journal of the American Chemical Society  144, no. 22 (2022): 
9959-9970,  
https://doi.org/10.1021/jacs.2c02836.

	 6）	 Haiwang Lai, et al., “A Transformable and Bulky Methacrylate Monomer That Enables the 
Synthesis of an MMA-nBA Alternating Copolymer: Sequence-Dependent Self-Healing 
Properties,” Angewandte Chemie International Edition  62, no.14 (2023): e202218597,  
https://doi.org/10.1002/anie.202218597.

	 7）	 Niklas Felix König, et al., “Photo-editable macromolecular information,” Nature 
Communications  10, no. 1 (2019): 3774, https://doi.org/10.1038/s41467-019-11566-2.

	 8）	 Sydney E Towell, et al., “Skeletal Editing of Polymer Backbones and Its Impact Across the 
Polymer Lifecycle,” Accounts of Chemical Research 58, no. 8 (2025): 1275-1283,  
https://doi.org/10.1021/acs.accounts.5c00054

	 9）	 Suguru Arii, at al., “Ion-Pair Hydrogen Atom Transfer Catalysis Enables Cr-Catalyzed 
Allylation of Ketones Using Hydrocarbon Alkenes,” Angewandte Chemie International 
Edition 64, no. 21 (2025): e202503249, https://doi.org/10.1002/anie.202503249.

	10）	 Lukas-Maximilian Entgelmeier, et al., “Zwitterionic Acridinium Amidate: A Nitrogen-
Centered Radical Catalyst for Photoinduced Direct Hydrogen Atom Transfer,” Angewandte 
Chemie International Edition 63, no. 43 (2024): e202404890, https://doi.org/10.1002/
anie.202404890.

	11）	 H, Qiu, Akira Matsumoto, Keiji Maruoka, “Sequential Photocatalysis for Homologative 
Diversification of α-Amino Acids to β-Amino Acids Via Phosphonium Ylide Linchpin 
Strategy,” Journal of the American Chemical Society 146, no. 51 (2024): 35478-35485, 
https://doi.org/10.1021/jacs.4c14860.

	12）	 Ryota Oya, et al., “para-Selective C-H Alkylation of Aroyl Chlorides through Organic 
Photoredox-Catalyzed Radical tele-Substitution, Chem  11, no. 6 (2025): 102446,  
https://doi.org/10.1016/j.chempr.2025.102446.

	13）	 He Huang, et al.  “Electrophotocatalysis: Combining Light and Electricity to Catalyze Reactions,” 
Journal of the American Chemical Society 144, no. 28 (2022) 12567-12583,  
https://doi.org/10.1021/jacs.2c01914  

	14）	 Naoki Shida, et al., “Electrocatalytic Hydrogenation of Pyridines and Other Nitrogen-
Containing Aromatic Compounds,” Journal of the American Chemical Society  146, no. 44 
(2024): 30212-30221, https://doi.org/10.1021/jacs.4c09107.

	15）	 Koji Kubota, “Exploring Novel Synthetic Concepts and Strategies Using Mechanochemistry,” 
Bulletin of the Chemical Society of Japan  96, no. 6 (2023): 913-930,  
https://doi.org/10.1246/bcsj.20230157.

	16）	 Hyun Suk Wang, et al., “Visible light-triggered depolymerization of commercial 

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ 物質と機能の設計・制御﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 6/7分子制御技術﻿

https://doi.org/10.1039/D1CS00223F
https://doi.org/10.1038/s41586-021-03448-9
https://doi.org/10.1021/jacs.2c02836
https://doi.org/10.1002/anie.202218597
https://doi.org/10.1038/s41467-019-11566-2
https://doi.org/10.1021/acs.accounts.5c00054
https://doi.org/10.1002/anie.202503249
https://doi.org/10.1002/anie.202404890
https://doi.org/10.1002/anie.202404890
https://doi.org/10.1021/jacs.4c14860
https://doi.org/10.1016/j.chempr.2025.102446
https://doi.org/10.1021/jacs.2c01914
https://doi.org/10.1021/jacs.4c09107
https://doi.org/10.1246/bcsj.20230157


polymethacrylates,” Science 387, no. 6736 (2025): 874-880,  
https://doi.org/10.1126/science.adr1637.

	17）	 Sydney E Towell, et al., “Deconstruction of rubber via C-H amination and aza-Cope 
rearrangement,” Nature  640, no. 8058 (2025): 384-389,  
https://doi.org/10.1038/s41586-025-08716-6

	18）	 Yiren Cheng, et al., “Mechanically strong yet metabolizable supramolecular plastics by 
desalting upon phase separation,” Science  386, no. 6724 (2024): 875-881,  
https://doi.org/doi:10.1126/science.ado1782.

	19）	 Yu Yanagisawa, et al., “Mechanically robust, readily repairable polymers via tailored 
noncovalent cross-linking,” Science 359, no. 6371 (2018): 72-76.  
https://doi.org/10.1126/science.aam7588. 

	20）	 Yosuke Sumiya, et al., “Quantum Chemical Calculations to Trace Back Reaction Paths for 
the Prediction of Reactants,” JACS Au  2, no. 5 (2022): 1181-1188,  
https://doi.org/10.1021/jacsau.2c0015.

	21）	 Marwin H. S. Segler, Mike Preuss and Mark P. Waller , “Planning chemical syntheses with 
deep neural networks and symbolic AI,” Nature  555, no. 7698 (2018): 604-610,  
https://doi.org/10.1038/nature25978.

	22）	 Anuroop Sriram, et al., “The Open DAC 2023 Dataset and Challenges for Sorbent Discovery 
in Direct Air Capture,” ACS Central Science  10, no. 5 (2024): 923-941,  
https://doi.org/10.1021/acscentsci.3c01629.

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ 物質と機能の設計・制御﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 7/7分子制御技術﻿

本書について、著作権法で認められる範囲でのご利⽤についてはJSTのポリシー（https://www.jst.go.jp/site_policy.html）に従い、以下のクレジッ
トを明記してください。本書に関するお問い合わせはcrds@jst.go.jpまでご連絡ください。

Regarding the use of this report within the scope permitted by copyright law, please follow the policy outlined here (https://www.jst.
go.jp/EN/copyright.html) and clearly indicate the following credit. For inquiries regarding this report, please contact crds@jst.go.jp.

国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター, 研究開発の俯瞰報告書　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）,
物質と機能の設計・制御﻿,　分子制御技術﻿,　令和7年12月, CRDS-FR-N502-202512.
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n-dcmf-mc

Center for Research and Development Strategy, Japan Science and Technology Agency, Trends Report by Discipline, 
Nanotechnology/Materials Research Field(2026), Design and Control of Materials and Functions, Molecular Control, 
December 2025, CRDS-FR-N502-202512.
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n-dcmf-mc

謝辞
本報告書の作成にあたっては、学協会、大学、民間企業、公的機関など様々な方々にご協力を賜った。

情報提供者の一覧を下記URLに示す。
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n009

https://doi.org/10.1126/science.adr1637
https://doi.org/10.1038/s41586-025-08716-6
https://doi.org/doi:10.1126/science.ado1782
https://doi.org/10.1126/science.aam7588
https://doi.org/10.1021/jacsau.2c0015
https://doi.org/10.1038/nature25978
https://doi.org/10.1021/acscentsci.3c01629
https://www.jst.go.jp/site_policy.html
https://www.jst.go.jp/EN/copyright.html
https://www.jst.go.jp/EN/copyright.html
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n-dcmf-mc
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n-dcmf-mc
https://doi.org/10.82643/crds-fr-n009

